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１ 三重県企業庁の概要について 

（１） 令和３年度の組織体制 

ア 組織図〔５課、４事業所〕 

 

 

イ 職員数の推移（令和３年４月１日現在）             【単位：人】 

  
Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 

人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減 

本 庁 61 △3 61 － 61 － 61 － 58 △3 

事業所 125 1 124 △1 124 － 119 △5 120 1 

計 186 △2 185 △1 185 － 180 △5 178 △2 

企業庁の組織、人事、法令、企画調整、
入札、契約制度、危機管理、人材育成

企業庁の予算、経理、決算、固定資産管理

水道事業の施設整備、維持管理、水質管理、
水道・工業用水道事業の機電関係施設の保安管理

工業用水道事業の施設整備、維持管理、水質管理

電気事業の運営、施設撤去

企　業　庁　長

副庁長

次長

北勢水道事務所

中勢水道事務所

南勢水道事務所

水質管理情報センター

（事業所）

財 務 管 理 課

播磨浄水場

水沢浄水場

大里浄水場

水 道 事 業 課

企 業 総 務 課

施 設 防 災 危 機 管 理 監

Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監

電 気 事 業 課

機 電 管 理 監

工 業 用 水 道 事 業 課
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（２）各事業の概要 

ア 水道事業 

（ア）運営状況 

本県の水道用水供給事業は、水源確保や行政区域

を越えた施設整備の必要性から、昭和４３年度に志

摩水道用水供給事業の給水を開始して以来、中勢水

道用水供給事業、北勢水道用水供給事業、南勢水道

用水供給事業の給水を順次開始しました。 

その後、事業統合や拡張事業を順次実施し、市水

道事業への一元化を経て、現在は、北中勢水道用水

供給事業、南勢志摩水道用水供給事業の２事業を運

営しており、県内１８市町に水道用水を供給してい

ます。 

令和３年 11月１日現在の給水能力は、一日あた

り４２９，３６６㎥となっています。 

令和元年度の企業庁の給水量は７，６５５万㎥で、 

県全体の給水量２億５，１４７万㎥の３０％を占め 

ています。 

（令和２年度の企業庁の給水量は７，５８９万㎥） 

 

（イ）料金 

 本県の水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。 

 水道料金は、原則、５年ごとに見直しを行っており、現在の水道料金は令和２年４

月１日に改定を行っています。 
 
 

 

 

 料金表                                              （令和３年 11月１日現在） 

事業名 

北中勢水道用水供給事業 
南勢志摩

水道用水

供給事業 
北勢系 

木曽川用水系 

北勢系 

三重用水系 

北勢系長良川水系 
中勢系 

亀山市以外 亀山市 

基本料金 

の料率 

(円/㎥･月) 

700 1,710 2,230 2,430 960 780 

使用料金 

の料率 

(円/㎥) 

39 

 

基本料金・・「基本水量」に「基本料金の料率（円／㎥・月）」を乗じて得た金額 

使用料金・・「使用水量」に「使用料金の料率（円／㎥）」を乗じて得た金額 

 

7,655万㎥ 17,492万㎥ 

25,147 

万㎥ 

(年間給水量) 
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水道事業の概要【営業関係】               （令和３年 11 月１日現在） 

事 業 名 
水   源 

＜浄水場＞ 

計画
目標
年度 

給水対象市町及び給水量 
(㎥/日) 

給水能力 
(㎥/日) 

給水開始 
年 月 日 

北 
中 
勢 
水 
道 
用 
水 
供 
給 
事 
業 

北勢系 
木曽川用水系 

木曽川総合用水 

(岩屋ダム) 
＜播磨＞ 

S60 

 
四日市市 36,200 木曽岬町  2,800 
桑 名 市 24,300 朝 日 町  1,200 
鈴 鹿 市 10,000 川 越 町  5,800 

計   80,300 

80,300 

 
一部給水: 

S52.3.28 
全部給水: 

S54.4.1 

北勢系 
三重用水系 

三重用水 
＜水沢＞ 

H12 

 
四日市市 41,800  
鈴 鹿 市  6,600  
菰 野 町  2,600  

 計    51,000 

51,000 

 
一部給水: 

H3.4.1 
全部給水: 

H8.4.1 

北勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰

） 

＜播磨＞ 

R7 

 
四日市市  2,200 木曽岬町  2,000 
桑 名 市  1,100 菰 野 町   700 
鈴 鹿 市  2,200 朝 日 町  1,000 
亀 山 市 7,400 川 越 町  1,400 
           計  18,000 

18,000  

 
一部給水: 

H13.4.1 
一部給水： 

H21.7.1 
全部給水: 

H23.4.1 

中勢系 
雲出川水系 

雲出川 
(君ヶ野ダム) 

＜高野＞ 
S60 

 
津    市 76,916  
松 阪 市  4,500 
                   計    81,416 

 81,416 

 
創設: 

S46.6.4 
一次拡張: 

S56.4.1 

中勢系 
長良川水系 

長良川 
(長良川河口堰) 

＜大里＞ 
R7 

 
津  市 50,500 
松 阪 市  8,300  
                   計    58,800 

  58,800 

 
全部給水: 

H10.4.1 

南勢志摩水道 
用水供給事業 

櫛田川 
(蓮ダム) 
＜多気＞ 

R2 

 
伊 勢 市 37,300 明 和 町  2,800 
松 阪 市 61,000 大 台 町  1,700 
鳥 羽 市 20,000 玉 城 町    500 
志 摩 市 10,000 度 会 町    500 
多 気 町  6,050 

 計   139,850 

139,850 

 
一部給水: 

S62.5.1 
全部給水: 

H27.4.1 

合   計 18市町 429,366  

※計画目標年度は、事業認可時において、施設能力に見合う需要が発生すると見込んだ年度 

  水道事業の概要【確保水源】                （令和３年 11月１日現在） 

水   源 
計画給水量 
(㎥/日) 

工   期 事業費 備    考 

長良川 
(長良川河口堰） 

151,200 
昭和43～ 
平成 6年度 

78.2億円 
水源施設は完了 

（水資源機構管理） 

櫛田川 
(蓮ダム） 

20,850 
昭和46～ 
平成 3年度 

36.1億円 
水源施設は完了 

（国土交通省管理） 

合  計 172,050    114.3億円  

  ※事業費は、事業化分を除いた確保水源としての水道負担額 
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イ 工業用水道事業 

（ア）運営状況 

本県の工業用水道事業は、北伊勢臨海部の石油化

学を中心とする工業の発展に伴う水需要増大への対

応や、地盤沈下に対する地下水代替用水確保の必要

性から、昭和３１年に四日市工業用水道の給水を開

始して以来、北伊勢工業用水道第１期から第４期事

業へと拡張を重ねてきました。 

この間、他の地域でも事業を進め、昭和３８年に

は松阪工業用水道、昭和４６年には中伊勢工業用水

道の給水を開始しました。 

令和３年 11月１日現在の給水能力は、一日あたり

９１１，５００㎥で、県内の９２社１０５工場に工

業用水を給水しています。 

平成３０年の企業庁の給水量は１億５，５８３万

㎥で、県全体の工業用水使用量２億６，３８４万㎥注

の５９％を占めています。 

  （令和２年の企業庁の給水量は１億５，６４２万㎥） 

 
  （注）県全体の工業用水使用量は、最新の令和元年工業統計調査（経済産業省）より引用 

 

 

工業用水道事業の概要【営業関係】                        （令和３年 11月１日現在） 

※①給水能力の（  ）内は全体計画量、事業費の（  ）内は水源負担額 （外数） 

②給水区域は、現在給水している区域 

③中伊勢工業用水道事業、松阪工業用水道事業は浄水場なし 

④給水工場数の合計は、各事業別の数を積み上げたもの 

 

 

給水能力

(ｍ3/日)

契約水量

(ｍ3/日)

給水開始
年 月 日

工　　期
事　業　費

(千円)

(1,000,000) 昭和31年 (14,270,826) 
840,000  4月1日 63,147,035  

雲 出 川 (50,000) 昭和46年 (429,110) 
( 君ヶ野ﾀ ﾞ ﾑ ) 33,000  5月1日 5,200,000  

(38,500) 昭和38年
38,500  10月15日

(1,088,500) (14,699,936) 
911,500  69,255,243  

桑 名 市

四 日 市 市

鈴 鹿 市

津 市

朝 日 町

川 越 町

合　　　　　計

松 阪 工 業 用 水 道 事 業

中伊勢工業用水道事業

松 阪 市

津 市

70社81工場

15社17工場

 7社 7工場

92社105工場

櫛 田 川

事　　業　　名 給水区域 給水工場数
水　　源

＜浄水場＞

長 良 川
三 重 用 水
＜ 沢 地 ＞

員 弁 川
＜ 伊 坂 ＞

木 曽 川 総 合
用 水
( 岩 屋 ﾀ ﾞ ﾑ )
＜ 山 村 ＞

北伊勢工業用水道事業

808,460 

38,500 908,208  

 昭和28年～

 昭和44年～

 昭和
 36～62年度

754,990 

14,970 

59%

41%

県内工業用水の使用量に

企業庁の水が占める割合

（平成30年実績）

企業庁

その他

26,384 

万㎥ 

(年間給水量) 
15,583万㎥ 

10,801万㎥ 



5 

 

 工業用水道事業の概要【確保水源】               （令和３年 11月１日現在） 

 

 

（イ）料金 

 本県の工業用水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用していま

す。また、｢使用水量｣を超えて受水した場合には、超過料金をいただいています。 

 工業用水道料金は事業ごとに設定しており、令和２年度に、令和３年度から５年間

の料金について検討し、３事業とも料金を据え置きました。 
 

 

 

 

 

 
単位：円   （単位：円㎥） 

  基本料金単価 使用料金単価 超過料金単価 

北伊勢工業用水道事業   １４．５ ４．０ ３７．０ 

中伊勢工業用水道事業   ２７．４ ２．０ ５８．８ 

松阪工業用水道事業   １４．９ １．１ ３２．０ 

  

基本料金･･･「基本使用水量（ｍ3／日）」（契約水量）にその月の日数を乗じて得た水

量に「基本料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た金額 

使用料金･･･「使用水量（ｍ3／日）」（基本使用水量から休止水量注を減じた水量）にそ

の月の日数を乗じて得た水量に「使用料金単価（円／ｍ3）」を乗じて得た

金額 

 

注）休止水量･･･使用量が少ない時期等に休止水量を申請していただくことにより、その

分の使用料金を減額。休止水量変更時期は年２回（５月、１１月） 

料金表（令和３年４月１日現在） 

三 重 用 水 4,800

515,000

（仮称）

計 519,800 約296.4億円

（長良川河口堰）

昭和43年度

～
平成６年度

長 良 川 河 口 堰 関 連
工 業 用 水 道 事 業 長 良 川

( 長 良 川 河 口 堰 )

（長良川河口堰）

約266.3億円

鈴鹿工 業用 水道 事業
四 日 市 市

鈴 鹿 市

（三重用水）

昭和39年度

～
平成４年度

（三重用水）

約30.1億円

事　　　業　　　名 計画給水区域 水　　　源
計画給水量

(ｍ
3
/日)

工　　　期 事　業　費

北 勢 地 域
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ウ 電気事業 

（ア）事業概要 

本県のＲＤＦ焼却・発電事業は、資源循環型社会の構築を図るとともに、未利用エ

ネルギーの有効活用を促進するための県のモデル事業として、平成１４年１２月から

企業庁が運営を開始しました。 

三重ごみ固形燃料発電所（※１）は、平成１５年８月１９日の貯蔵槽爆発事故発生に伴

い運転を停止しましたが、安全対策等の施設改修及び危機管理マニュアル等を整備し、

試運転を経て、平成１６年９月２１日から運転を再開し、安全・安定運転に努めてき

ました。 

ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間については、平成３０年７月１９日に開催された

三重県ＲＤＦ運営協議会総会において、「製造団体（※２）は、令和元年９月を軸に三重

ごみ固形燃料発電所へのＲＤＦの搬入を終了し、新たなごみ処理体制に移行する。」

ことなどが決議されました。これを受けて、ＲＤＦ製造団体は令和元年８月から９月

にかけて、順次、新たなごみ処理体制に移行し、三重ごみ固形燃料発電所でのＲＤＦ

の焼却・発電は令和元年９月１７日をもって終了しました（※３）。 

現在、ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向けた取組を進めています。 
 

※１ 発電所の概要 

設置場所：桑名市多度町力尾地内 

処理方式：外部循環型流動層ボイラ方式 

処理能力：２４０ｔ/日（１２０ｔ/日×２系列） 

発電出力：１２，０５０ｋＷ 

※２ ＲＤＦ製造団体（５団体１２市町） 

事 業 主 体 構 成 市 町 

桑名広域清掃事業組合 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

香肌奥伊勢資源化広域連合 多気町、大台町、大紀町 

南牟婁清掃施設組合 熊野市、御浜町、紀宝町 

伊賀市 － 

紀北町 － 

※３ ＲＤＦ焼却・発電実績 

 ＲＤＦ処理量(ｔ) 供給電力量(ＭＷｈ) 

累計（H14～R1） ７５２，７６４ 約７９５，２５１ 

 

（イ）ＲＤＦ焼却・発電事業の終了に向けた取組 

「三重県企業庁経営計画」に基づき、関係市町及び関係部局と協議を行い、事業の

円滑な終了に向けて取り組んでいくこととしています。 

ａ ＲＤＦ処理委託料の清算を令和２年度と令和３年度の２カ年に分けて行うことと

しており、関係市町と協議のうえ令和 3 年度分の清算を行います。 

  ＜令和２年度清算額   ３００，０００千円＞ 

＜令和３年度清算見込額 ４１３，８０３千円＞ 
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ｂ ＲＤＦ焼却・発電施設の撤去工事については、周辺環境や安全対策に十分配慮し

て進めるとともに、ホームページの開設等により地域住民に工事の情報を提供して

いきます。また、地域住民や学識経験者で構成する「安全管理会議」において、周辺

環境の状況や安全対策の実施状況等を報告し、ご意見を工事の施工に反映していき

ます。 

＜工事概要＞ 

工事名    ：ＲＤＦ焼却・発電施設撤去工事 

工事場所   ：桑名市多度町力尾地内 

工事契約金額 ：１，６０９，５２０，０００円（税込） 

契約期間   ：令和３年１月２８日～令和５年１月２７日 

受注者    ：安藤・間・日本土建・ナガシマ特定建設工事共同企業体 

工事工程（予定） 

 

 

      開始時(令和３年３月)              現況（令和３年９月） 

ｃ 事業の総括については、関係部局と連携して進めることとし、環境政策の視点を

含めた事業全体の検証を行うとともに、関係市町からの意見も確認し、令和３年度

中に中間報告を行います。そして、すべての業務が終了する段階で速やかに最終報

告が行えるよう取組を進めます。 

ｄ 電気事業会計の清算及び財産の引継ぎについては、関係部局と連携して進めてい

きます。 

時期令和2年度

項目 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

施設撤去工

汚染土壌入替工

その他

令和3年度 令和4年度

準備工 整地工、後片付け

貯蔵施設 

発電施設 

焼却施設 
焼却施設 

発電施設 

貯蔵施設 

（倉庫） 

（変電所） 
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（３） 令和２年度決算の概要 

ア 損益計算書 

損益計算書は、水道、工業用水道及び電気事業に係る令和２年度の収益、費用及び

損益の状況を示したもので、各事業の１年間の経営成績を表しています。 

収益の主なものは営業収益であり、水の供給に伴う料金収入等です。 

費用の主なものは営業費用であり、施設の管理・運営に伴う経費や減価償却費等で

す。 

 

イ 貸借対照表 

貸借対照表は、各事業の令和２年度末の資産、負債及び資本の状況を示したもので、

決算日時点における財政状態を表しています。 

資産は、施設等の固定資産と預金等の流動資産で構成されます。固定資産の主なもの

は管路や浄水場等の有形固定資産、ダム使用権等の無形固定資産です。 

負債は、企業債や引当金等の固定負債、企業債（１年以内償還分）や未払金等の流

動負債、国庫補助金等の繰延収益で構成されます。 

資本は、資本金と剰余金で構成されます。 

 

 

（単位:百万円･税抜き､％）

水　　道 工業用水道 電　　気

R2 対前年度比 R2 対前年度比 R2 対前年度比

営 業 収 益 8,131 99.2 5,401 100.1 0.0 0.0 

営 業 費 用 8,250 97.6 5,229 100.5 193 16.9 

営 業 損 益 △119 46.3 172 90.2 △193 35.8 

営 業 外 収 益 1,003 116.4 366 96.7 2 8.3 

営 業 外 費 用 513 118.2 197 90.4 2 460.7 

経 常 損 益 372 216.5 341 97.0 △194 37.4 

特 別 利 益 - － - － - 皆減 

特 別 損 失 - － - － 300 122.7 

純 損 益 372 216.5 341 97.0 △494 69.6 

前 年 度 繰 越
利益剰余 金等
当年度未 処分
利 益 剰 余 金
 ※百万円未満四捨五入のため合計が合わない場合があります。（貸借対照表も同じ）
   単位未満の金額は小数点第１位まで表記しています。

81.4 皆減 

543 106.2 693 88.4 △494 14.7 

- 172 50.5 352 

（単位:百万円･税抜き､％）

水　　道 工業用水道 電　　気

R2 対前年度比 R2 対前年度比 R2 対前年度比

固 定 資 産 120,551 99.2 111,291 101.6 364 28.8 

流 動 資 産 11,812 98.5 8,492 105.8 3,164 36.9 

資 産 合 計 132,363 99.1 119,782 101.9 3,529 35.9 

固 定 負 債 16,031 89.5 24,124 108.5 166 106.9 

流 動 負 債 2,375 87.0 1,390 92.5 46 55.2 

繰 延 収 益 22,179 100.6 16,931 98.5 - － 

負 債 合 計 40,586 95.1 42,445 103.7 212 89.0 

資 本 金 90,365 101.0 75,416 101.0 3,811 29.4 

剰 余 金 1,412 102.3 1,921 95.5 △494 14.7 

資 本 合 計 91,777 101.0 77,337 100.9 3,317 34.6 

負債資本 合計 132,363 99.1 119,782 101.9 3,529 35.9 
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イ 決算額の推移 

（ア）水道事業 

 

（イ）工業用水道事業 

 

（ウ）電気事業 
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ウ 長期債務（企業債）残高の推移 

（ア）水道事業 

 

 

（イ）工業用水道事業 

 

 

（ウ）電気事業 

平成 27年度に企業債の償還が完了しており、長期債務はありません。 
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２ 三重県企業庁経営計画改定に係る中間案について 

（１）改定について 

「三重県企業庁経営計画（以下「経営計画」という。）」については、将来にわたって県

民のくらしの安全・安心や経済・産業の発展に貢献していくため、今後の経営の方向

性や道筋を示す 10年間の計画として平成 29（2017）年３月に策定し、定期的に検証・

改善を行いながら、経営目標（「安全でおいしい水の供給」「強靱な水道の構築」「強靱

な工業用水道の構築」「健全な事業運営の持続」など）の達成に向けた取組を進めてき

ました。 

計画策定後の５年間には大規模自然災害が全国各地で発生し、水道・工業用水道で

は、浄水場等の停電や配水管等の破損など甚大な被害を受け、復旧までの期間の事業

運営に大きな影響が及びました。このような状況を背景に、国においては、防災・減

災、国土強靱化のための対策が閣議決定され、激甚化する風水害や切迫する大規模地

震等への対策が集中的に実施されているところです。 

企業庁においても、こうした災害の頻発による水道・工業用水道の被災は、県民及

びユーザーの日常生活や経済活動に深刻な打撃を与えることから、災害に強い強靱な

水道・工業用水道の構築を着実に進める必要があります。 

経営計画は、策定から５年を経て計画の折り返し地点を迎えました。計画策定後の

企業庁を取り巻く状況の変化をふまえ、令和４（2022）年度から令和８（2026）年度ま

での今後５年間の計画内容を改定します。 

 

（２）各事業における主な改定内容 

ア 水道用水供給事業 

強靱な水道の構築のため、引き続き、施設の耐震化や老朽化対策を重点的かつ計画

的に行うとともに、近年、全国的に発生している台風や集中豪雨などの自然災害に対

応するための取組を進めます。 

  【耐震化】 

・浄水場の浄水処理施設の耐震補強工事を計画的に実施します。（高野浄水場６施設） 

・主要施設である調整池の耐震化を計画的に推進します。 

・耐震適合性のない管路約 160 ㎞のうち、被害率の高い管路などを優先して、耐震

適合性のある管への布設替えを進めます。 

・布設後 40 年を経過した耐震適合性のない管路については、補助金等を活用し、老

朽化に伴う更新と合わせ耐震適合性のある管への布設替えを進めます。 

・経営目標達成に向けた取組の成果指標として、新たに「調整池の耐震化率」を設定

します。 

  【風水害対策】 

・浸水対策及び土砂災害対策について、施設への被害が及ばないように対策の検討

を進め、受水市町と情報を共有しながら、計画的に対策を実施します。 

・長時間停電対策について、災害時において非常用発電設備を 72 時間程度運転でき

る燃料を貯留することとし、非常用発電設備の更新に合わせ適切に対応します。 



12 

 

  【拡張事業（未整備分）】 

   ・北中勢水道用水供給事業（北勢系長良川水系・中勢系長良川水系）の取水・導水

施設の整備については、引き続き、受水市町や地元関係機関との連携を図り、令

和７年(2025)度の供用開始に向け計画的かつ効率的な事業執行に努めていきます。 

 

イ 工業用水道事業 

強靱な工業用水道の構築のため、引き続き、施設の耐震化や老朽化対策を重点的

かつ計画的に行うとともに、近年、全国的に発生している台風や集中豪雨などの自

然災害に対応するための取組を進めます。 

  【耐震化】 

・浄水場の浄水処理施設の耐震工事が完了し、引き続き、浄水場の排水処理施設や配

水池等について耐震化を進めます。 

・重要度の高い主要幹線や布設年度が古い配水管路などについて、老朽化対策とし

て実施する管路更新にあわせて管路の耐震化を進めます。 

・経営目標達成に向けた取組の成果指標として、排水処理施設や配水池等について

「主要施設の耐震化率」として整理し、新たに設定します。 

  【風水害対策】 

・浸水対策及び土砂災害対策について、施設への被害が及ばないように対策の検討

を進め、計画的に対策を実施します。 

・長時間停電対策について、災害時において非常用発電設備を 72 時間程度運転でき

る燃料を貯留することとし、非常用発電設備の更新に合わせ適切に対応します。 

 

ウ 電気事業 

令和元年９月に三重ごみ固形燃料発電所でのＲＤＦ焼却・発電が終了したことか

ら、ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了と電気事業の廃止に向けて取組を進めます。 

【ＲＤＦ焼却・発電施設の撤去】 

・施設撤去工事については、引き続き、周辺環境や安全対策等に十分配慮して、令和

４年度中の完了に向けて進めます。 

【事業の総括】 

・環境政策の視点を含めた事業全体の検証を行うとともに、関係市町からの意見も

確認し、すべての業務が終了する段階で速やかに最終的な総括が行えるよう、関

係部局と連携して進めます。 

 

エ 各事業の展開を支える取組 

業務の効率化や市町及びユーザーへのサービスの維持・向上を図るための取組を

進めます。 

【経営の品質向上】 

・ＩＣタグを利用した貯蔵品管理や点検業務支援端末の導入など、デジタル化によ

る業務改善等を推進するための取組の検討を進めます。 
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・ＡＩによる薬品注入の自動化や遠隔で自動検針が可能なスマートメーターについ

ても先進事例の調査等を行い、他の新たなＩＣＴの技術動向にも注視しつつ今後

の活用について検討していきます。 

 

（３）今後のスケジュール（案） 

   令和３年 12月 防災県土整備企業常任委員会（中間案の説明） 

           パブリックコメント、関係者（市町、ユーザー等）意見照会 

   令和４年 ２月 三重県企業庁経営懇談会（最終案の説明） 

        ３月 防災県土整備企業常任委員会（最終案の説明） 

           計画改定・公表 

 


